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　　　令和８年度小竹町水道事業特別会計予算

　（総則）

第１条　令和８年度小竹町水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

３，５２９ 戸

８１１，０３０ ｍ
3

２，２２２ ｍ
3

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

２５３，０４８ 千円

１８４，２１７ 千円

６８，８３１ 千円

支　　　出

２８２，４９８ 千円

２３４，７４５ 千円

４７，６５３ 千円

１００ 千円  第３項 特 別 損 失

                                                                  - １ -

  第１款 水 道 事 業 費 用

  第１項 営 業 費 用

  第２項 営 業 外 費 用

第１款 水 道 事 業 収 益

  第１項 営 業 収 益

  第２項 営 業 外 収 益

（１）給 水 戸 数

（２）年 間 総 給 水 量

（３）一 日 平 均 給 水 量



　（資本的収入及び支出）

収　　　入

１０，０００ 千円

１０，０００ 千円

支　　　出

４７，１８６ 千円

１８，７７９ 千円

２８，４０７ 千円

　（債務負担行為）

　（企業債）

事　項 期　間 限度額

水質検査業務委託

自動車借上料

令和８年度から令和９年度まで

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

起債の目的 限度額

証書借入 5.0％以内

起債の方法 利率 償還の方法

上水道事業債 10,000

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

  第１款 資 本 的 支 出

  第１項 建 設 改 良 費

  第２項 企業債償還金

  消費税資本的収支調整額１，７０７千円、過年度分損益勘定留保資金３５，４７９千円で補てんするものとする。）。

  第１款 資 本 的 収 入

  第１項 企 業 債

１，９２０千円令和８年度から令和１３年度まで

５，３００千円

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。　　　　　　　　　　　　　　　

                                                                  - ２ -

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額３７，１８６千円は、当年度分



　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

５２，７１８ 千円

５ 千円

　（一時借入金）

第８条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（他会計からの補助金）

第９条　水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２２，０６７千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、４，２００千円と定める。

   福岡県鞍手郡小竹町長　　井　上　頼　子

    令和８年３月５日提出

                                                                  - ３ -

（１）職 員 給 与 費

（２）交 際 費
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(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 水 道 事 業 収 益 253,048 
１ 営 業 収 益 184,217 

１ 給 水 収 益 180,684 
２ そ の 他 営 業 収 益 3,533 

２ 営 業 外 収 益 68,831 
１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 20 
２ 他 会 計 補 助 金 22,067 
３ 長 期 前 受 金 戻 入 5,939 
４ 受 託 工 事 収 益 39,530
５ 水 道 加 入 金 1,265
６ 雑 収 益 10

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 水 道 事 業 費 用 282,498 
１ 営 業 費 用 234,745 

１ 原 水 及 び 浄 水 費 120,736 
２ 配 水 及 び 給 水 費 50,791 
３ 総 係 費 36,109 
４ 減 価 償 却 費 27,009 
５ 資 産 減 耗 費 100 

２ 営 業 外 費 用 47,653 
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 6,133 
２ 受 託 工 事 費 35,420 
３ 雑 支 出 100 
４ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 6,000 

３ 特 別 損 失 100 
１ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 

支 出

款 項 目

- ４ -  

令 和 ８ 年 度 小 竹 町 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目



(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 10,000
１ 企 業 債 10,000

１ 企 業 債 10,000

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 47,186 
１ 建 設 改 良 費 18,779 

１ 配 水 設 備 拡 張 費 10,800 
２ 浄 水 設 備 拡 張 費 5,620 
３ 量 水 器 費 2,359 

２ 企 業 債 償 還 金 28,407 
１ 企 業 債 償 還 金 28,407 

款 項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目

支 出

- ５ -  



１． 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 29,060 千円
減価償却費 27,009 千円
賞与引当金の増減額（△は減少） 144 千円
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 21 千円
修繕引当金の増減額（△は減少） 150 千円
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 千円
退職給付引当金の増減額（△は減少） 300 千円
長期前受金戻入額 △ 5,941 千円
受取利息及び受取配当金 △ 20 千円
支払利息 6,133 千円
固定資産除却費 100 千円
未収金の増減額（△は増加） 3,719 千円
未払金の増減額（△は減少） 1,845 千円
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 85 千円
小計 4,315 千円
利息及び配当金の受取額 20 千円
利息の支払額 △ 6,133 千円
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,798 千円

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 18,779 千円
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 18,779 千円

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 28,407 千円
その他の企業債による収入 10,000 千円
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 18,407 千円

資金増加額 △ 38,984 千円
資金期首残高 75,530 千円
資金期末残高 36,546 千円

　　　　令和８年度小竹町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

　　　　（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

 - ６ -



１　総　括

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1 ) 7 26,626 17,048 43,674 8,564 52,238 児童手当　　480千円

( 1 ) 7 25,437 18,481 43,918 8,738 52,656 児童手当　　300千円

( 0 ) 0 1,189 △1,433 △244 △174 △418 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 夜 間 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 624 240 814 2,250 300 0 

前 年 度 474 522 670 1,754 0 0 

比 較 150 △282 144 496 300 0 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当 管理職員特別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 5,095 300 897 25 

前 年 度 6,454 187 426 0 

比 較 △1,359 113 471 25 

前　年　度

比　　較

区 分

備 考

手

当

の

内

訳

本　年　度

区 分

6,205 

7,683 

△1,478 

管 理 職 手 当

298 

311 

△13 

期 末 手 当

- ７ -

給 与 費 明 細 書

職 員 数 給 与 費

一 般 職
法 定 福 利 費

区 分
合 計



ア　会計年度任用職員以外の職員

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( ) 6 21,462 14,345 35,807 7,184 42,991 児童手当　　480千円

( ) 6 20,463 15,495 35,958 7,287 43,245 児童手当　　300千円

( ) 0 999 △1,150 △151 △103 △254 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 夜 間 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 624 240 712 2,000 250 0 

前 年 度 474 522 569 1,600 0 0 

比 較 150 △282 143 400 250 0 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当 管理職員特別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,186 0 897 25 

前 年 度 5,293 0 426 0 

比 較 △1,107 0 471 25 

区 分
法 定 福 利 費 合 計

備 考

手

当

の

内

訳

区 分

区 分

管 理 職 手 当

298 

311 

前　年　度

△13 

本　年　度

比　　較

5,113 

6,300 

△1,187 

- ８ -

期 末 手 当

職 員 数 給 与 費



イ　会計年度任用職員

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( 1 ) 1 5,164 2,703 7,867 1,380 9,247 

( 1 ) 1 4,974 2,986 7,960 1,451 9,411 

( 0 ) 0 190 △283 △93 △71 △164 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 夜 間 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 102 250 50 

前 年 度 101 154 0 

比 較 1 96 50 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 909 300 

前 年 度 1,161 187 

比 較 △252 113 

比　　較

法 定 福 利 費
区 分

本　年　度

前　年　度

合 計
備 考

区 分

区 分

1,383 

△291 

手

当

の

内

訳

期 末 手 当

1,092 

給 与 費

一 般 職

管 理 職 手 当

- ９ -

職 員 数



２　給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

- 10 -

増 減 額

          （千円）

給 料 999 給与改定に伴う 521 給与改定の状況

増 減 分 給与改定率 3.66%

昇 給 に 伴 う 177 平均昇給率 1.25%

増 加 分

その他の増減分 301 採用分 0千円 職員数の異動状況

退職者分 0千円 ( そ の 他 ) ( 計 )

異動による分 301千円 　本年度 6 人 人 6 人

　前年度 6 人 人 6 人

　増　減 人  人

採用、退職の状況

　採用予定 0 人

　退　職 0 人

　異動による分 0 人

手 当 △1,150 制度改正に伴う 200 期末手当 100千円

増 減 分 勤勉手当 100千円

その他の増減分 △1,350 管理職手当 △13千円

扶養手当 150千円

住居手当 △282千円

通勤手当 143千円

時間外勤務手当 400千円

休日勤務手当 250千円

夜間勤務手当 0千円

期末手当 △1,287千円

勤勉手当 △1,207千円

退職手当 0千円

地域手当 471千円

管理職員特別勤務手当 25千円

増 減 事 由 別 内 訳

                           （千円）

　前年度　　　給与改定実施時期　　　令和７年４月１日

(現に在職する職員数)

区 分 備 考説 明



３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

( 円 )

( 円 )

( 歳 )

( 円 )

( 円 )

( 歳 )

　(2)　初　任　給

(円) (円) (円) (円)

備    考
一 般 行 政 職 単 純 労 務 職

大 学 卒 232,000 232,000

高 校 卒 206,700 228,800 206,700 228,800

一 般 会 計 の 制 度

区     分 一 般 行 政 職 単 純 労 務 職

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 335,909

平 均 年 齢 37.7

平 均 年 齢 38.6 ―　

平 均 給 料 月 額 283,125

平 均 給 料 月 額 297,075 ―　

令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 364,915 353

- 11 -

区　　　　分 一 般 行 政 職 単 純 労 務 職 備    考



　(3)　級 別 職 員 数

（級別の基準となる職務）

- 12 -

技 術 主 査

一 般 行 政 職 事 務 主 査

技 師 技 師 主 任 技 師 係 長 課 長 補 佐

６ 級

主 事 主 事 主 任 主 事 参 事 補 佐 課 長 課 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

級 級

1 級 ( ) 1 ( ) 16.7 1 級 ( ) ( )  

2 級 ( ) ( )  2 級 ( ) ( )  

3 級 ( ) 2 ( ) 33.3 3 級 ( ) ( )  

令和 8年 4月 1日 4 級 ( ) 2 ( ) 33.3 4 級 ( ) ( )  

5 級 ( ) 1 ( ) 16.7 5 級 ( ) ( )  

6 級 ( ) ( )  6 級 ( ) ( )  

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) 0 ( )  

1 級 ( ) 1 ( ) 16.7 1 級 ( ) ( )  

2 級 ( ) ( ) 2 級 ( ) ( )  

3 級 ( ) 2 ( ) 33.3 3 級 ( ) ( )  

令和 7年 4月 1日 4 級 ( ) 2 ( ) 4 級 ( ) ( )  

5 級 ( ) ( )  5 級 ( ) ( )  

6 級 ( ) 1 ( ) 16.7 6 級 ( ) ( )  

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) ( )  

区 分
一 般 行 政 職 単 純 労 務 職

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ ) 職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )



　(4)　昇　給

合 計 一 般 行 政 職 単 純 労 務 職 備 考

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 6 6 

２号給 (人)  

３号給 (人)

号 給 数 別 内 訳 ４号給 (人) 6 6 

６号給 (人)   

８号給 (人)

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 100.0 100.0 #DIV/0!

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 5 5 

２号給 (人)  

３号給 (人)  

号 給 数 別 内 訳 ４号給 (人) 5 5 

６号給 (人)  

８号給 (人)

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 83.3 83.3 

本

年

度
前

年

度
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区 分
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　(5)　期末手当・勤勉手当

（ 月 分 ）

本 年 度

前 年 度

一般会計の
制 度

　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の
制 度

(支給率等)

　(7)　その他の手当

区 分

管理職手当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

備 考

そ の 他 の 加 算 措 置

24.586875 33.27075 47.709 47.709 

備 考

24.586875 33.27075 47.709 

同　じ

区 分

区 分

支 給 率 等 47.709 

職制上の段階・職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

同　じ

同　じ

(月分) (月分) (月分) (月分)

同　じ

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

　 (２％～４５％加算)

一般会計の制度との異同 差異の内容

同　じ

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

 　(２％～４５％加算)

有

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度

（ 1.225 ）  2.325 （ 1.225 ）  2.325 （ 2.45 ） 4.65  

有

有（ 1.2 ） 2.30  （ 1.2 ） 2.30  （ 2.4 ） 4.6  

（ 1.225 ）  2.325 （ 1.225 ）  2.325 （ 2.45 ） 4.65  

支 給 期 別 支 給 率

６ 月 （ 月 分 ） 12 月 （ 月 分 ） 合 計



１ 円 円 円

(1) 140,000,500

(2) 2,393,984 142,394,484

２

(1) 85,168,803

(2) 43,312,542

(3) 29,453,550

(4) 24,249,730

(5) 320,310 182,504,935

40,110,451

３

(1) 29,458

(2) 480,000

(3) 6,229,008

(4) 21,037,000

(5) 1,870,000

(6) 4,371,481 34,016,947

４

(1) 4,823,393

(2) 15,838,000 20,661,393 13,355,554

26,754,897

５

(1) 13,800 13,800 13,800

26,768,697

23,992,031

2,776,666

経 常 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

受 託 工 事 収 益

水 道 加 入 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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令 和 ７ 年 度 小 竹 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

営 業 収 益

給 水 収 益



１

(1) 円 円 円 円

イ 20,516,629

ロ 91,781,494

△45,156,920 46,624,574

ハ 1,596,619,985

△1,132,502,383 464,117,602

ニ 464,049,060

△374,378,021 89,671,039

ホ 2,116,500

△1,550,309 566,191

ヘ 2,395,000

△2,275,250 119,750

621,615,785

621,615,785

２

(1) 75,530,283

(2) 27,168,485

(3) △50,000

(4) 535,190

(5) 151,990

(6) 500,000

103,835,948

725,451,733

３

(1) 269,102,853

(2)

イ 14,091,629

ロ 523,859

283,718,341
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企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令 和 ７ 年 度 小 竹 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 ８ 年 ３月 ３１ 日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



４

(1) 28,406,013

(2) 13,155,186

(3) 1,372,070

(4) 44,060

(5)

イ 3,655,140

ロ 731,208

ハ 750,000

(6) 16,748,000

64,861,677

５

(1) 521,551,432

(2) △ 418,488,187

103,063,245

451,643,263

６

(1) 240,150,090

240,150,090

７

(1)

イ 141,168

ロ 15,297

ハ 278,580

435,045

(2)

イ 36,000,000

ロ 2,776,665

33,223,335

33,658,380

273,808,470

725,451,733

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
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流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

預 り 金



１

(1) 円 円 円 円

イ 20,516,629

ロ 91,781,494

△46,658,051 45,123,443

ハ 1,606,438,167

△1,152,886,210 453,551,957

ニ 465,214,515

△379,459,299 85,755,216

ホ 2,116,500

△1,592,186 524,314

ヘ 2,395,000

△2,275,250 119,750

605,591,309

(2)

イ 4,363,636

4,363,636

609,954,945

２

(1) 36,546,567

(2) 24,052,712

(3) △50,000

(4) 620,355

(5) 77,980

(6) 500,000

61,747,614

671,702,559

３

(1) 249,819,304

(2)

イ 14,241,629

ロ 823,859

264,884,792
　  - 18 -

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

（ 令 和 ９ 年 ３月 ３１ 日）

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

令 和 ８ 年 度 小 竹 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表



４

(1) 29,283,549

(2) 15,000,000

(3) 13,260

(4) 1,440,350

(5)

イ 3,799,000

ロ 751,934

ハ 750,000

(6) 13,909,600

64,947,693

５

(1) 521,551,432

(2) △424,429,442

97,121,990

426,954,475

６

(1) 240,150,090

240,150,090

７

(1)

イ 141,168

ロ 15,297

ハ 278,580

435,045

(2)

イ 33,223,335

ロ 29,060,386

4,162,949

4,597,994

244,748,084

671,702,559

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

修 繕 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
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流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

前 受 金



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 水道事業収益 253,048 195,150 57,898

1 営 業 収 益 184,217 160,838 23,379

1 給 水 収 益 180,684 158,400 22,284 給 水 収 益 180,684 水道料金

2 そ の 他 営 業 収 益 3,533 2,438 1,095 一 般 会 計 負 担 金 1,000 消防施設維持管理負担金

手 数 料 2,523 給水装置工事申請及び検査料 33,600円

給水装置工事事業者更新申請料 80,000円

下水道徴収事務手数料 2,409,900円

雑 収 益 10 給水装置等修理代金

2 営 業 外 収 益 68,831 34,312 34,519

1 受取利息及び配当金 20 25 △5 預 金 利 息 20

2 他 会 計 補 助 金 22,067 300 21,767 一 般 会 計 補 助 金 22,067 地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 480,000円

基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費 1,587,870円

料金改定激変緩和補助金 20,000,000円

3 長 期 前 受 金 戻 入 5,939 6,227 △288 長 期 前 受 金 戻 入 5,939

4 受 託 工 事 収 益 39,530 26,100 13,430 受 託 工 事 収 益 39,530 配給水管移設工事

5 水 道 加 入 金 1,265 1,650 △385 水 道 加 入 金 1,265

6 雑 収 益 10 10 0 そ の 他 雑 収 益 10

款

令和８年度小竹町水道事業特別会計予算実施計画明細書

収 益 的 収 入

節

- 20 -

説 明項 目 比 較



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 水道事業費用 282,498 245,393 37,105

1 営 業 費 用 234,745 211,910 22,835

1 原 水 及 び 浄 水 費 120,736 104,192 16,544 給 料 3,519 職員給　1人 3,518,700円

手 当 2,307 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 526

法 定 福 利 費 1,116 福岡県市町村職員共済組合負担金 1,099,619円

地方公務員災害補償基金負担金 15,791円

法 定 福 利 費 引 当 金
繰 入 額

104

備 消 耗 品 費 132

燃 料 費 200

通 信 運 搬 費 441 電話料

委 託 料 69,565 御徳浄水場運転維持管理等包括業務委託 59,094,200円

水質検査委託料 5,300,000円

汚泥処理委託料 3,740,000円

浄水場急速ろ過池（勝野系）1・2号

点検業務委託 1,430,000円

手 数 料 320 臨時水質検査手数料 305,000円

検便検査手数料 14,520円

賃 借 料 26 小峠取水施設用地賃借料

修 繕 費 16,583 原水及び浄水施設修繕費

動 力 費 25,740 電気料金

薬 品 費 40 浄水用薬品費

材 料 費 100 原水及び浄水施設修繕用材料費

雑 費 17

款 比 較 説 明

- 21 -

収 益 的 支 出

項 目
節



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

2 配 水 及 び 給 水 費 50,791 49,621 1,170 給 料 10,191 職員給　2人 7,373,100円

配水給水会計年度任用職員　1人 2,817,000円

手 当 4,605 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,408

法 定 福 利 費 2,887 福岡県市町村職員共済組合負担金 2,863,192円

地方公務員災害補償基金負担金 23,074円

法 定 福 利 費 引 当 金
繰 入 額

283

備 消 耗 品 費 154

燃 料 費 183

委 託 料 9,438 修繕業務待機委託料 2,640,000円

流量監視業務委託料 1,650,000円

漏水調査業務委託料 4,400,000円

臨時漏水調査業務委託料 440,000円

配水施設加圧ポンプ点検業務委託料 308,000円

賃 借 料 834 配水池及び配水管用地賃借料 173,587円

自動車借上料 660,000円

修 繕 費 17,498 配水及び給水施設修繕費 14,000,000円

量水器取替工事 3,498,000円

修 繕 引 当 金 繰 入 額 150

動 力 費 2,640 電気料金

材 料 費 500 配水給水管修繕材料費

雑 費 20

項 目 説 明比 較款
節

- 22 -



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

3 総 係 費 36,109 34,944 1,165 給 料 12,916 職員給　3人 10,569,000円

総係会計年度任用職員　1人 2,346,600円

手 当 6,517 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,865

報 酬 129 水道事業運営審議会委員報酬

法 定 福 利 費 3,809 福岡県市町村職員共済組合負担金 3,444,917円

地方公務員災害補償基金負担金 19,000円

社会保険等保険料 344,590円

法 定 福 利 費 引 当 金
繰 入 額

365

旅 費 25 普通旅費 10,000円

水道事業運営審議会委員費用弁償 15,000円

退 職 給 付 費 300 退職給付費

交 際 費 5

備 消 耗 品 費 832

印 刷 製 本 費 468

通 信 運 搬 費 1,100 郵便料

委 託 料 2,726 上水道台帳システム保守業務委託料 495,000円

口座振替ＭＴ作成委託料 99,000円

水道料別媒体処理 132,000円

水道料金システム改修業務委託料 2,000,000円

手 数 料 1,686 郵便局公金取扱手数料 105,600円

口座振替手数料 310,200円

窓口収納手数料 43,560円

口座振替データ伝送ADP取扱手数料 528,000円

コンビニ収納代行業務月額基本料金 66,000円

コンビニ収納事務手数料 390,720円

口座振込手数料 198,000円

ビジネスバンキング利用手数料 43,560円

賃 借 料 2,234 水道企業会計システムASPサービス利用料 798,600円

積算システム借上料 1,434,840円

説 明
節

款 比 較
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項 目



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

修 繕 費 30 事務機器修繕費

研 修 費 84 日本水道協会福岡県支部事務・技術研究会 6,000円

日本水道協会配管設計講習会 72,600円

水道広域セミナー 5,000円

会 費 負 担 金 84 日本水道協会会費 67,000円

日本水道協会九州支部会費 16,750円

保 険 料 414 浄水場建物災害保険料 116,576円

町有自動車損害共済分担金 76,230円

水道施設損害賠償保険料 85,690円

その他保険料 135,080円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 500

雑 費 20

4 減 価 償 却 費 27,009 23,053 3,956 有 形 固 定 資 産 27,009 建物減価償却費 1,501,131円

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 20,383,827円

機械及び装置減価償却費 5,081,278円

車両及び運搬具減価償却費 41,877円

5 資 産 減 耗 費 100 100 0 固 定 資 産 除 却 費 100

節
項 目款
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比 較 説 明



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

2 営 業 外 費 用 47,653 33,383 14,270

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

6,133 4,183 1,950 企 業 債 利 息 6,133

2 受 託 工 事 費 35,420 23,100 12,320 委 託 料 1,100 設計業務委託料

工 事 請 負 費 34,320 配水給水管移設工事請負費 1,100,000円

汚水管渠築造関連配水給水管移設工事請負費 30,250,000円

土木関連配水管移設工事請負費 2,970,000円

3 雑 支 出 100 100 0 そ の 他 雑 支 出 100 水道料金過誤納還付金等

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000 6,000 0
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000

3 特 別 損 失 100 100 0

1 過年度損益修正損 100 100 0 過 年 度 損 益 修 正 損 100

款 説 明目
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比 較
節

項



( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 収 入 10,000 60,700 △50,700

1 企 業 債 10,000 60,700 △50,700

1 企 業 債 10,000 60,700 △50,700 企 業 債 10,000 上水道事業債

( 単 位 ： 千 円 )

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 支 出 47,186 91,777 △44,591

1 建 設 改 良 費 18,779 64,278 △45,499

1 配 水 設 備 拡 張 費 10,800 10,800 0 委 託 料 800

工 事 請 負 費 10,000 配水管布設替工事請負費

2 浄 水 設 備 拡 張 費 5,620 51,736 △46,116 委 託 料 5,620 御徳浄水場遠方監視装置更新詳細設計業務委託 820,000円

水利使用許可申請書（更新）作成業務委託 4,800,000円

3 量 水 器 費 2,359 1,742 617 量 水 器 費 2,359

2 企業債償還金 28,407 27,499 908

1 企 業 債 償 還 金 28,407 27,499 908 元 金 償 還 金 28,407 上水道事業債元金償還金

項 目 説 明

- 26 -

説 明項

款

款

資 本 的 支 出

節

比 較

比 較目

資 本 的 収 入

節



（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 水　道　料　金　等

令和 8年度から
令和 9年度まで

5,300 5,300

令和 8年度から
令和13年度まで

1,920 1,920
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債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限度額

自動車借上料 1,920

水質検査業務委託 5,300

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発生（見込）額



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1．資産の評価基準及び評価方法
　　(1)たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法
　2．固定資産の減価償却の方法
    (1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　7年　～　65年

　　　　　　構築物　　　　　　　7年　～　60年
　　　　　　機械及び装置　　　　8年　～　20年
　　　　　　車両及び運搬具　　　4年　～　 6年
　　　　　　工具器具及び備品　　2年　～　15年
　　(2)無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　水利権　　　　　　　20年
　3．引当金の計上方法
　　(1)退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は一般会計がその全額を負担することとなっているが、フルタイム会計年度職員1名について
　　　　は水道事業特別会計において退職給付引当金を計上している。
　　(2)賞与等引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

 　　　　基づき当年度の負担に属する額を計上している。
　　(3)修繕引当金
        翌年度以降の大規模な修繕に係る支出に備えるため、必要額を計上している。
　4．消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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